
特定事業主行動計画の実施状況及び女性の活躍に関する情報の公表

北海道警察では、次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号。
以下「女性活躍推進法」という。）に基づく特定事業主行動計画として、「北海道警察におけるワークライフバランス等の推進に関する取組計画」（以
下「取組計画」という。）を策定・実施しています。令和８年４月からは、取組計画の一部を見直し、令和13年３月31日を終期とする新たな取組計画
を策定しました。次世代育成支援対策推進法第19条第６項、女性活躍推進法第19条第６項及び第21条の規定に基づき、令和７年度の取組の実施状況及
び女性の活躍に関する情報を公表します。

職業生活における機会の提供に関する実績

職員に占める女性職員の割合（各年４月１日現在）

各階級・職に占める女性職員の割合（各年４月１日現在）

《取組内容》
・ 採用説明会等において、女性職員としての仕事のやりがいや魅力を発信しました。
・ 女性職員を対象とした「キャリア形成支援研修会」を開催し、生活環境の変化を経ながらも就業を継続し、キャリアを形成

していくことについて意識付けを図りました。

職業生活機会の提供に資する制度の概要
◆ ハラスメント等対策の整備状況

警察本部の相談受理担当係に女性職員を配置して、女性が相談しやすい環境を整備しているほか、各所属の相談担当者に対
する研修を実施して、相談受理体制の強化を図っています。

◆ 教養訓練・研修の概要
警察学校で実施する昇任時教養や専科教養において、育児等の事情があっても教養機会を得られるように、入寮免除や車両

通学を認めています。
また、警察本部や各所属において、女性職員を対象とした術科訓練や実務能力向上を目的とした教養等を実施しています。

◆ 中途採用の概要
退職者復職制度の活用により、能力を有し、即戦力となり得る人材を確保しています。

職業生活と家庭生活の両立に資する環境整備に関する実績

年次有給休暇の取得状況

男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加休暇の取得状況 男性職員の育児休業の取得状況

《取組内容》
・ 幹部職員を対象とした「ワークライフバランス推進セミナー」を実施し、休暇を取得しやすい職場環境づくりや仕事と育児

等の両立支援の重要性に対する理解を深めました。
・ 仕事と育児等の両立を支援する諸制度の浸透を図るため、「両立支援ハンドブック」を作成し、庁内イントラネットに掲載

しました。
・ 通知文により、各所属の年次有給休暇取得状況を周知し、取得しやすい環境の整備と計画的な取得を指示しました。
・ 各所属において、配偶者に出産予定のある男性職員を把握した場合における面談と、育児休業等の取得意向の確認を実施し、

男性職員による育児に伴う休暇・休業の取得を一層促進しました。
・ 在宅勤務実施要領を制定し、「必要な者が必要なときに」在宅勤務を実施することができる環境を整備しました。

職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する制度の概要
◆ 毎週水・金曜日と毎月20日を定時退庁日としているほか、週休日の振替及び勤務時間の割振り変更制度を周知して、時間

外勤務の縮減を図っています。
◆ 育児休業から復帰する職員に対して、事前に復帰後の職種等について要望を聴取したり、休業中に変更となった業務内容に

ついて教養するなど、職場復帰に対する不安の解消に努め、仕事と家庭生活の両立を支援しています。

令和８年７月
北海道警察

女性職員キャリア形成支援研修会の開催状況

目 標 値 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

年 間 取 得 日数 12日 以上 の職 員の 割合 90%以上 85.9% 89.6% 83.0% 81.4%
平 均 取 得 日 数 ー 16.9日 17.0日 17.0日 16.4日

目 標 値 令和５年度 令和６年度 令和７年度

60%以上 72.6% 84.5% 90.2%

目 標 値 令和６年 令和7年 令和8年

警 察 官 13%程度 12.8% 12.8% 14.0%
一 般 職 員 ー 40.8% 42.3% 44.0%

会計年度職員 ー 86.0% 86.2% 86.1%

階 級・職 目 標 値 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年

警 部 2.5%以上 1.7% 2.1% 2.9% 3.3% 3.5% 3.7% 4.0%
警 部 補  7%以上 5.2% 5.2% 5.4% 5.7% 5.8% 5.6% 6.0%
警部相当職の主事   25%以上 13.9% 13.9% 11.9% 11.8% 13.8% 10.8% 10.9%
警部補相当職の主事   30%以上 29.3% 29.9% 33.6% 34.9% 34.4% 36.5% 39.3%

※目標値は、旧計画によるもの

目 標 値 令和５年度 令和６年度 令和７年度

合 計 取 得 日 数 ５ 日 以 上 100% 85.5% 83.3% 86.9%

※目標値は、旧計画によるもの
※令和８年から算出方法を変更（令和７年以前は分母に条例定員を用いていたが、令和８年から分母に現在員数を用いることとしている。）

※目標値は、旧計画によるもの
※女性については、全ての職員が育児休業を取得している。



 

 

 

令和７年度 女性の職業選択に資する情報公表（女性活躍推進法第 21条関係） 

 
特定事業主名：北海道警察                     令和８年７月 31日公表 

 

Ⅰ 職員の男女の給与の額の差異 

１．全職員に係る情報 

 

２．「任期の定めのない常勤職員」に係る役職段階別及び勤続年数別の情報 

＊ 地方公共団体における「任期の定めのない常勤職員」の給料については、各地方公共団体の条例で 
定める給料表に基づき決定されており、同一の級・号給であれば、同一の額となっている。 

 

(1) 役職段階別 

役職段階 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

本庁部局長・次長相当職            １００．８％ 

本庁課長相当職             ９７．２％ 

本庁課長補佐相当職             ９１．１％ 

本庁係長相当職             ８８．２％ 

 

(2) 勤続年数別 

勤続年数 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

３６年以上             ９２．５％ 

３１～３５年             ９０．６％ 

２６～３０年             ８７．２％ 

２１～２５年             ８４．９％ 

１６～２０年             ８１．９％ 

１１～１５年             ８２．６％ 

６～１０年             ８４．５％ 

１～５年             ８５．９％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員区分 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

任期の定めのない常勤職員             ７９．４％ 

任期の定めのない常勤職員以外の職員             ８９．４％ 

全職員             ７９．１％ 

【説明欄】 

【男女の給与の差異が生じる理由】 

・職員の給与は、条例等に基づき決定しており、制度上は職員の給与に男女の差異は生じないが、扶

養手当や住居手当、単身赴任手当について、世帯主や住居の契約者、単身生活となっている男性職

員に支給されている場合が多く、差異が生じている。（扶養手当の受給者に占める男性の割合は

98.2％、単身赴任手当の受給者に占める男性の割合は 98.1％。） 

【注】  

・警視正以上の階級にある警察官は、国家公務員となるため含まない。 

 



 

 

 

Ⅱ 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 

 

区分 令和８年度 

管理的地位にある職員 ４．０％  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合 

 

区分 令和８年度 

本庁部局長・次長相当職 ３．０％ 

本庁課長相当職 ４．４％ 

本庁課長補佐相当職 ４．３％ 

本庁係長相当職 ９．２％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・令和８年４月１日現在 

・「各役職段階」とは、「本庁部局長・次長相当職」、「本庁課長相当職」、「本庁課長補佐相当職」及び 

・「本庁係長相当職」の四段階である。 

・警察官と一般行政職とを合わせた割合である。 

・警視正以上の階級にある警察官は、国家公務員となるため含まない。 

【説明欄】 

・令和８年４月１日現在 

・「管理的地位にある職員」とは、本庁課長相当職以上である職員とし、具体的には、管理職手当が支

給されることが条例等で指定される職を占める職員（管理又は監督の地位にある職員）をいう。な

お、管理職手当を支給されている職員であっても、課長補佐級及び係長級の職員は含まない。 

・警察官と一般行政職とを合わせた割合である。 

・警視正以上の階級にある警察官は、国家公務員となるため含まない。 

【説明欄】 



 

 

 

Ⅳ 男女別の育児休業取得率及び男女別の育児休業の取得期間の分布状況 

１． 男女別の育児休業取得率 

(1) 常勤職員 

区分 令和７年度 

男性 ９０．２％ 

女性 １００．０％ 

 

(2) 会計年度任用職員 

区分 令和７年度 

男性 － 

女性 １００．０％ 

 

 

２．男女別の育児休業の取得期間の分布状況 

区分 常勤職員 会計年度任用職員 

男性 女性 男性 女性 

１週間未満 ３．３％ ０．０％ － － 

１週間以上２週間未満 ２．３％ ０．０％ － － 

２週間以上１月以下 ５６．６％ ０．０％ － － 

１月超３月以下 ３１．３％ ０．０％ － － 

３月超６月以下 ５．３％ ０．０％ － － 

６月超９月以下 ０．３％ ３．４％ － － 

９月超 12月以下 ０．７％ ９．２％ － － 

12月超 24月以下 ０．０％ ４．６％ － － 

24月超 ０．３％ ８２．８％ － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・育児休業取得率のうち、会計年度任用職員の男性に取得対象者はいなかった。 

・取得期間の分布状況のうち、会計年度任用職員の女性について、特定の職員の取得期間が明らかに

なるため、公表の対象外とする。 

【説明欄】 



 

 

 

Ⅴ 職員の勤務時間の状況 

管理的地位にある職員以外の職員一人当たりの一月当たりの正規の勤務時間を

超えて命じられて勤務した時間 

 

区分 令和７年度 

内部部局等 １５．０時間／月 

内部部局等以外 １６．３時間／月 

 

 

・「管理的地位にある職員以外の職員」とは、非常勤職員及び臨時的に任用された職員を除いたうち、

管理職手当が支給されることが条例等で指定される職を占める職員（管理又は監督の地位にある職

員）を除いた職員をいう。 

・「内部部局等（本庁）」は警察本部、「内部部局等以外（本庁以外、いわゆる出先機関）」は、警察学

校、方面本部、各警察署をいう。 

【説明欄】 


